令和　　年　　月　　日
豊島区保健所長

　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生　　　電話　　（　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、名称、事務所の所在地、電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び代表者の氏名

旅館業営業許可申請書

　旅館業法第3条第1項に規定により、下記のとおり旅館業営業の許可を受けたいので申請します。

記

　１　　施設の名称

　２　　施設の所在地　　　豊島区　　　　　　　　丁目　　　番　　　号
[bookmark: _Hlk240534007]　　　　　　電話番号　　　　　（　　　）

　３　　営業の種別　　　　旅館・ホテル営業　　簡易宿所営業　　下宿営業
　
　４　　季節的営業等に該当することの有無及び該当するときは営業期間

　５　　旅館業法第3条第2項各号に該当することの有無及び該当するときは、その内容

　６　　管理者の氏名及び電話番号　　　　　　　　　

　７　　緊急時の電話番号　　　　

　添付書類　　裏面のとおり
	注意書受領印
	保健所収受印
	料金収納済印
	業種別手数料印

	

	
	
	


　添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏面）
(1)　営業施設の隣地境界線から110メートル範囲内の住宅、道路、学校等の付近見取図
　　(2)　建物配置図、各階平面図（寝具等の配置を含む。）及び立面図
　　(3)　営業施設の構造設備の概要
　　(4)　各客室の概要
　　(5)　構造設備に関する図面
　　　　ア　照明設備（平面図、機器表）
　　　　イ　給排水・給湯設備（系統図、平面図）
　　　　ウ　機械換気設備（系統図、平面図）
　　(6)　客室等にガス設備を設ける場合は、その配管図
　　(7)　法人の場合は、当該法人に係る登記事項証明書
　　(8)　法第3条第2項各号に該当することの有無を記した申告書
　　(9)　営業施設について土地及び建物に係る登記事項証明書並びに建物に係る賃貸借契約書の写し
　　(10)　旅館業を営むために必要な権限を有することを示す次に掲げる書類
　　　　　ア　営業施設の所有者の利用許諾を証する書類
　　　　　イ　営業施設が建物の区分所有権（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）
　　　　　　　第2条第1項に規定する区分所有権をいう。）の対象である場合は、建物内で旅館業を営むことが認められていることを証する管理規約等（同法第30条第1項の規約及び当該規約に基づき定める細則等をいう。）又は区分所有者全員の利用許諾を証する書類
　　(11)　住宅等の既存建築物を建築基準法（昭和25年法律第201号）の規定に基づき用途を変更して
　　　　営業施設とする場合は、用途変更後の当該営業施設が建築基準関係規定に適合していることを証する次に掲げる書類
　　　　 ア　用途変更する床面積の合計が200平方メートルを超える場合にあっては、用途変更に係る確認済証
　　　　 イ  用途変更する床面積の合計が200平方メートル以下の場合にあっては、建築基準関係規定に適合している旨の建築士による証明書
　　　　 ウ　用途変更の工事に係る工事完了届
　　(12)　条例第1条の３の規定により行った周辺住民に対する事前周知について実施した次に掲げる事
　　　　項が確認できる書類
　　　　　ア　周知先
　　　　　イ　周知年月日
　　　　　ウ　周知に関し使用した文書
　　　　　エ　周辺住民から得た意見及び当該意見に対する対応記録
　　　　　オ　説明会の開催年月日及び開催場所
　　　　　カ　説明会資料及び議事録
　　(13)　廃棄物を適正に処理するための措置及び一般廃棄物の収集・運搬等の契約が確認できる書類
　　(14)　条例第6条第1項の規定により代理人の選任を要する場合は、当該代理人の選任を行った旨を
証する書類
